
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「Waseda Next 125」 
理事会の基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２００８年 ５月 ２日 

早稲田大学理事会 



理事会は、教育研究等検討委員会、学生リクルートに関する委員会、デジタル教育フォーラム、研

究戦略会議、文化推進会議、図書館協議員会、スポーツ振興協議会、出版機能検討委員会、大学経営

検討委員会から「Waseda Next 125」に関する答申を受けて、基本的な考え方を策定した。なお、中間
報告に対して、各委員会等は２回の全学説明会や CourseN@vi 等を通じて専任教職員から意見聴取を
行い、理事会は懇談会を開催し学内の意見を聴取した。また、答申に対しても、各委員会等は全学説

明会や CourseN@vi等を通じて専任教職員から意見を聴取した。 

 

     

 

 

 

 

本書は二部構成である。 

「Waseda Next 125」全体像の中から重要度、優先度の高いものを抽出し、「Waseda Next 125」

の重点施策として第一部で明示した。第二部は、「Waseda Next 125」の全体像としての理事会
の基本的な考え方を示したものである。そして、夏までに十分な検討を加え、理事会として

の具体的な「Waseda Next 125」計画を立案する予定である。 
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第一部：「Waseda Next 125」の重点施策 
 

 理事会は、「Waseda Next 125」答申を受けて、早稲田大学が今後５年以内に具体的に着手すべき
「Waseda Next 125」の重点施策を提示する。 
 
１ 日本の大学としての存在を超えた「ＷＡＳＥＤＡ」へ 

 今回の答申では、知識基盤社会の形成、グローバリゼーションの進展、少子高齢化の加速等の社

会経済環境の大きな変化の中で、早稲田大学建学以来のミッションを改めて確認した結果がまとめ

られている。その結論は、今後 10 年以内に日本の大学としての存在を超え、グローバルユニバーシ

ティとしての「ＷＡＳＥＤＡ」を構築すべきということである。その中心的な課題は、多文化が共

存・融合する地球社会における知の基盤を構築することにある。 

 この実現に向けて、新教育研究体制の再構築、グローバルキャンパスの形成と地球市民の育成、

国際研究大学への飛躍と専門職大学院の充実、学問と社会との対話を通じた社会貢献・文化推進、「Ｗ

ＡＳＥＤＡ」を支える校友組織と経営基盤づくり、という観点から早稲田大学の基本方針を策定す

る。 

 

２ 新教育研究体制の再構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)学部学生と大学院学生の比率 

・学部学生：大学院学生＝３：１ 
・学部教育における学生－教員比率の改善 
・奨学金制度の拡充・整備 

(２)外国人教員の獲得・招聘および女性教員の獲得 

・全教員の２割を外国人教員とする 

(３)学術院体制の強化 

・非系統独立研究科の学術院への包摂および学術院における教育研究の一体化 

・学術院長権限の明確化 

(４)研究体制の強化および大学院連携 

・附置研究所、研究センター、研究機構、高等研究所等の組織的・戦略的強化 

・社会科学系大学院、芸術系大学院の連携推進 

(５)ファカルティディベロプメント(ＦＤ)の推進 

  ・ＦＤセンター(仮称)の設置 

(６)教員評価の導入 

  ・教育研究等の業績評価制度の確立 

(７)男女共同参画の推進 

・男女共同参画を推進するコミュニティの形成 

(８)新教育研究体制を支える職員組織の構築 

・世界トップレベルの大学をめざした職員人材育成プログラムの開発 

・プロフェショナル職員を養成する大学院の検討 

  「21 世紀の教育研究グランドデザイン」は、2007 年度までに新教育研究体制に転換することを

主要な課題としてきたが、「Waseda Next 125」では、新教育研究体制を「ＷＡＳＥＤＡ」に向けて
再構築することに主眼を置く。 

(１)学部学生と大学院学生の比率 

  早稲田大学における教育体制の前提として、学部学生数の縮減および大学院学生数の増加を図
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り、学部学生と大学院学生の比率３：１をめざす。これにより、学部教育においては学生－教員

比率の改善に努め、教育の質的向上に取り組む。また、引き続き学生奨学金の整備に努める。 

(２)外国人教員の獲得・招聘および女性教員の獲得 

  多様な学問・文化・言語・精神が交流するグローバルな教育研究拠点を形成するために、優秀

な外国人教員の獲得・招聘を促進し、全教員に占める外国人教員の比率を２割に高めることをめ

ざす。また、女性教員の比率を３割に近づけることをめざして、女性研究者の養成と女性教員の

増加に努める。 

(３)学術院体制の強化 

  教育研究体制を強化するために、非系統独立研究科の学術院体制への包摂を進め、各学術院に

おける教育研究が総合的に活発化する体制を確立する。また、学術院長権限を明確にし、学術院

の自律性を高め、その機能の強化を図る。 

(４)研究体制の強化および大学院連携 

  研究水準の画期的な向上を図るために、研究戦略会議のもとに、附置研究所、研究センター、

研究機構、高等研究所等を社会科学、人文科学、理工学、融合・学際の主要４分野に類型化し、

組織的かつ戦略的な研究活動を行う。社会科学系大学院、芸術系大学院等の大学院連携を通じて、

各学術院における研究の独自性を確保しながら、全学的な研究の方向性を位置づけるシステムを

構築する。 

(５)ファカルティディベロプメント(ＦＤ)の推進 

  教育の質的向上に大学全体として取り組むためにＦＤセンター(仮称)を設置する。カリキュラ

ムや科目の体系化を含む教育システムの改善を進めるとともに、優秀な教員・学生の表彰等を通

じて教員・学生の意欲の向上を図る。教育の質を高めるために、所属組織を超えた専門分野のグ

ループでの自発的ＦＤ活動や授業のオンデマンド化等を推進する。 

(６)教員評価の導入 

  教育研究等の評価手法・評価指標等を明確にしたうえで、教員の教育研究業績の評価制度を確

立する。 

(７)男女共同参画の推進 

  男女共同参画を推進するコミュニティの形成をめざし、女性研究者支援、女子学生のキャリア

形成支援等の措置を講ずる。 

(８)新教育研究体制を支える職員組織の構築 

 教育研究・大学運営の新たな展開を支える高度な職員組織を構築する。教職協働による教育プ

ログラムの開発、学生支援等、箇所を超えたプロジェクト型業務の推進役として、職員に求めら

れる能力はより広範囲、高レベルのものとなる。また、大学のグローバル化、国内外の大学・研

究機関や企業との連携、外部資金の導入等に対応するため高度な専門性が要求される。このよう

な新教育研究体制を支える専門性の高い職員を育成するために、世界トップレベルの大学をめざ

した職員人材育成プログラムを開発することは緊急の課題である。さらに、プロフェショナル職

員を養成する大学院の検討も行う。 
 



３ グローバルキャンパスの形成と地球市民の育成 
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(１)入学者の多様化と中高等教育連携の推進 

・系属校の拡充、提携校の選定 

・附属校・系属校・提携校・推薦指定校との教育連携 

(２)学生の受入・派遣とグローバルカレッジの実現 

・外国人学生 8,000 人の受入、大部分の日本人学生が留学へ 

・外国人学生のキャリア形成支援強化 

・ダブルディグリー制度の拡充 

・多言語教育の確立 

・日本人学生と外国人学生の混住型学生寮の整備 

・有力な外国大学との教育連携 

・学位の質を保証するカリキュラムの改善と授業内容の向上 

(３)全学基盤教育の確立 

・オープン教育センターの強化 

・ライティングセンター(仮称)の設置 

・社会連携教育の展開 

・寮生活を活用した全人教育の推進 

・学部間教育連携、学部・大学院教育連携 

(４)早稲田健康キャンパスの実現 

・学生の人間力形成に資する運動・食・医療・心のケアの総合的なアプローチ 

  地球上の至るところを学びの場とし、学生自ら人間力を養うことができる教育を展開する。ま

た、多様な学問・文化・言語・精神が交流するグローバルキャンパスを形成し、人類社会に貢献

する地球市民および人類社会を牽引する地球共同体のリーダーを育成する。 

(１)入学者の多様化と中高等教育連携の推進 

  学部教育の方向として、系属校の拡充、提携校の選定を行い、入学者の多様化を図るとともに、

附属校・系属校・提携校・推薦指定校との教育連携を促進し、大学として一貫教育に積極的に関

与する体制を築く。 

(２)学生の受入・派遣とグローバルカレッジの実現 

  入学者獲得の機会を全世界に広げ、学部レベルで１学年 1,000 人、大学院レベルで 4,000 人の

留学生を受け入れ、全学で合計 8,000 人の外国人学生が学ぶことができる体制を構築し、受け入

れた留学生の日本企業への就職等キャリア形成支援を強化する。受け入れにあたっては、アジア・

太平洋地域の大学とのダブルディグリー制度の充実、海外高校の推薦指定校化を図るとともに、

学生寮、奨学金等の基盤を整備する。また、大部分の日本人学生が在学中に一度は何らかの留学

経験を持てるシステムを確立する。多文化融合に対応した教育システムとして、グローバルカレ

ッジを実現する。欧米の大学を視野に入れたダブルディグリー制度の拡充、多言語教育の確立、

外国人教員の獲得・招聘、日本人学生と外国人学生の混住型学生寮の整備を進める。さらに、有

力な外国大学との教育連携を通じて共同キャンパスの形成を図り、グローバルな課題を幅広い視

野から考えることができる人材を育成する。そのための基盤として国際基準に適合するカリキュ

ラムや授業内容等を整備するとともに、各学部・研究科において国際連携プログラムをカリキュ

ラムに組み入れる。これにより学位の質の保証を図る。 

(３)全学基盤教育の確立 

  オープン教育センターの強化によって、外国語教育を含めて学部および研究科の共通教育の一



層の改善を図る。全学基盤教育は学生の潜在力を引き出すことを目的とし、アカデミックライテ

ィング等のリテラシー教育、大学と産業界との連携に基づく社会連携教育を展開する。このうち、

アカデミックライティングの全学的な普及を図るために、ライティングセンター(仮称)を設置す

る。また、寮生活を活用した人間力形成プログラムに基づき全人教育を推進する。加えて、専門

教育や教養教育の一層の充実を図るために、学部間教育連携、学部教育と大学院教育の連携を推

進する。 

(４)早稲田健康キャンパスの実現 

  学生が人間力を形成する中で、体と心の健康を維持し、グローバル社会における適応力を高め

るために、運動・食・医療・心のケアの総合的なアプローチを図り、早稲田健康キャンパスを実

現する。 

 

４ 国際研究大学への飛躍と専門職大学院の充実 
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(１)新学術分野の創出 

 ・健康医療技術等の先進的分野の研究推進 

・環境問題等の文理融合分野の研究推進 

・産学連携の一層の強化 

・若手研究者の養成 

(２)地域研究体制の強化 

・国際日本研究機構(仮称)の設置 

・欧州研究機構(仮称)の設置 

・アジア研究機構の強化 

(３)国内外の大学・研究機関や企業との連携 

・北京大学との環境系共同大学院の設置 

・大連理工大学との産学連携プロジェクトの推進 

(４)社会の要請に応えた専門職大学院の充実 

・理論と実践の融合を通じて実学の確立を図る 

・社会人の受け入れ拡大 

 

  最先端の研究を推進し、先進的な国際研究大学としての地位を確立することをめざす。そのた

めに、基礎研究に重点を置きながら応用研究へと対象を拡大し、独創的な新学術分野の創出に挑

戦する。また、総合大学としての強みを活かして学理と実学の融合を促進し、学際的課題の典型

である地域研究へと研究領域を延伸する。これらの基盤として、大学全体の研究体制を再構築す

るとともに、研究エンカレジメントに資する研究戦略を展開することが喫緊の課題となる。 

(１)新学術分野の創出 

  新たな学問領域を創出するために、医学と理工学・生命科学の融合分野である健康医療技術等

の先進的分野、環境問題等文理融合型の横断的分野の研究を推進する。また、新学術分野の創出

に向けて、産学連携をより一層強化するとともに、若手研究者の養成に努める。 

(２)地域研究体制の強化 

  「東西文明の調和」を基調とする早稲田大学として、日本学・日本文化の世界的な研究拠点を

形成するために国際日本研究機構(仮称)を早期に設置する。また、欧州研究機構(仮称)の設置を

検討し、インド・中東を包含することによるアジア研究機構の強化を図る。これらの研究機構と

日米研究機構を含めた地域研究体制を強化する。 



(３)国内外の大学・研究機関や企業との連携 

  日本国内および地球的な規模で生じているさまざまな課題に対応した研究および人材育成のた

めに、国内外の大学、研究機関、企業との連携を図る。たとえば、シンガポールにおけるナンヤ

ン工科大学との大学院共同プログラムを踏まえ、さらに発展させた北京大学との環境・持続可能

発展学に関する共同教育研究の展開、大連理工大学との産学連携プロジェクトの推進等、外国大

学との大学院レベルの連携を深め、産業界との協力も視野に入れた共同大学院の創設をめざす。 

(４)社会の要請に応えた専門職大学院の充実 

  専門職大学院の充実を図り、理論と実践の融合を通じて実学の確立に取り組む。学部学生と大

学院学生の比率の改善(３：１)にあたっては、とくに専門職大学院の充実を図り、社会人を多数

受け入れ、社会の要請に応える。 

 

５ 学問と社会との対話を通じた社会貢献・文化推進 

 

(

 

(

 

(

 

(

 

(１)学術情報基盤の強化 

  ・『教育研究白書』(仮称)の公表 

  ・大学出版体制の強化 

(２)教育的社会貢献の国際展開 

  ・国際ボランティア活動の推進 

  ・高等教育未整備地域に対する教育研究支援 

  ・新しい大学スポーツのモデルケースの構築 

(３)産学連携の国際展開 

・ＴＬＯ・インキュベーションの国際連携 

(４)ｅラーニングを通じた社会連携の促進 

・多言語型のｅラーニングを世界に向けて発信 

(５)「早稲田学」の確立 
5 

・多元的な文化資源の活用と文化教育の推進 

 早稲田大学は、教育研究の成果を社会に還元し、社会の変革、制度設計、文化の継承と発展に

寄与し、知識基盤社会を牽引する公共的な役割を果たすことで、学問と社会との対話を通じた社

会貢献を実践する。 

１)学術情報基盤の強化 

 英文を含む『教育研究白書』(仮称)の公表によって教育研究の成果を国際発信するとともに、

大学出版体制および図書館等における学術情報基盤の強化を図る。 

２)教育的社会貢献の国際展開 

 ボランティア活動の国際展開を通じて教育的社会貢献の充実を図るとともに、世界の高等教育

未整備地域に対して教育研究協力を行い、国際貢献を実現する。また、スポーツを活用した国際

交流、キッズクラブ等の地域交流の促進をはじめとする「ＷＡＳＥＤＡ」にふさわしい新しい大

学スポーツのモデルケースを構築する。 

３)産学連携の国際展開 

 大学と産業界の連携を強化し、ＴＬＯ(技術移転機関)やインキュベーションの国際連携を通じ

て産学連携の高度化を進める。 

４)ｅラーニングを通じた社会連携の促進 

 生涯学習機関化をめざす早稲田大学として、ｅラーニングを通じた社会連携・地域連携を促進

するとともに、多言語型のｅラーニングを世界に向けて発信することに取り組む。 



(５)「早稲田学」の確立 

  文化の継承と発展に早稲田大学が蓄積してきた文化資源を活用するとともに、学問と社会との

かかわりを「早稲田学」として確立し、歴史的な経緯に基づく大学発展の礎を明らかにしたうえ

で、多元的な文化教育を展開する。 
 

６ 「ＷＡＳＥＤＡ」を支える校友組織と経営基盤づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

(１)校友とともに「ＷＡＳＥＤＡ」の構築 

・教育的社会貢献、地域貢献・国際貢献の推進 

・校友向けのキャリア支援、生涯学習の提供機会を拡大 

・校友同士のコミュニティの場を提供 

(２)組織的な改編を含めた経営基盤および業務構造の再構築 

・意思決定システムの迅速性・透明性 

・教学部門と法人部門の意思決定機能の強化 

・経営戦略機能の充実 

・執行役員制度の導入による執行機能の強化 

(３)大学財政基盤の確立 

・「ＷＡＳＥＤＡ」の構築に向けた学費体系 

・恒常的募金体制の構築 

・学校債の起債、各種基金の設立 

・事業評価制度の導入 

(４)国際社会への情報発信とグローバルキャンパスの実現 

・地球環境保全に貢献するエコ・キャンパスの実現 

・ＵＩに基づくブランド戦略 

・多言語による国際社会への情報発信 

  「ＷＡＳＥＤＡ」への展開に向けて、戦略性・機動性を持って教育研究を繰り広げることが必

要である。教職員・学生・校友が一体となって「ＷＡＳＥＤＡ」の構築をめざすとともに、「ＷＡ

ＳＥＤＡ」を支える基盤を確立する。 

(１)校友とともに｢ＷＡＳＥＤＡ｣の構築 

  大学の最大の理解者であり支援者である校友とともに「ＷＡＳＥＤＡ」を構築する。大学・学

生と校友の一体化による教育的社会貢献を実現し、もって地域貢献や国際貢献に努め、校友とと

もに学生教育を展開する。また、校友サービス促進の一環として、卒業後のキャリア支援やネッ

トワークを活用した校友向けの生涯学習の提供機会を拡大するとともに、校友同士のコミュニテ

ィの場を提供し、校友との連携を強化する。さらに大学と保護者(父母等)との関係を密にする。 

(２)組織的な改編を含めた経営基盤および業務構造の再構築 

  意思決定システムの迅速性・透明性を図り、教学部門と法人部門の意思決定機能の強化、経営

戦略機能の充実、執行役員制度の導入による執行機能の強化等、組織的な改編を含めた経営基盤

および業務構造の再構築を行う。 

(３)大学財政基盤の確立 

 ｢ＷＡＳＥＤＡ｣の構築に向けた学費体系を確立する。また、恒常的募金体制の構築、学校債の

起債、各種基金の設立および事業評価制度の導入により、大学財政の基盤を強固なものとする。 

(４)国際社会への情報発信とグローバルキャンパスの実現 

 地球環境保全に貢献するエコ・キャンパスの実現をめざす。また、ＵＩに基づくブランド戦略、

多言語による国際社会への情報発信を進め、バリアフリーや多言語サイン等、グローバルな教育

研究の場にふさわしいキャンパス整備を行う。 

6 
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第二部：「Waseda Next 125」答申に関する理事会の基本的な考え方 
 

１ 「Waseda Next 125」策定の背景 
2001 年に策定された「21 世紀の教育研究グランドデザイン」(以下「グランドデザイン」)は、21

世紀初頭の 25 年間を視野に入れながら、創立 125 周年を迎える 2007 年度までに新教育研究体制へ

の転換をめざしたものである。「グランドデザイン」は、三大教旨『「学問の独立」「学問の活用」「模

範国民の造就」』を各 『々「独創的な先端研究への挑戦」「全学の生涯学習機関化」「地球市民の育成」』

と再設定し、地球市民の育成をめざす「教育の早稲田」の確立、大学院の拡充や最先端の研究体制

の構築による「研究の早稲田」の進展、アジア太平洋地域における人的および学術的なネットワー

ク構築を通じた「知の共創」を基本に据えて、早稲田大学のあるべき姿を提示している。改革の重

点項目として、(１)総合大学としての強みを生かした教育体制、(２)生涯学習社会への対応強化、

(３)社会と連携した研究開発と新産業の創出、(４)国際化と情報化の基盤整備、(５)改革実現のた

めの構造改革を取り上げ、これらに基づき、学部・大学院の新設および再編、オープン教育・生涯

学習・遠隔教育の展開と拡充、高等学院改革、学術院体制への移行、奨学金制度の拡充等が図られ

てきた。 

 しかるに、この間、早稲田大学を取り巻く外部環境はさまざまな様相を呈している。たとえば、

知識基盤社会の形成、急激なグローバリゼーションの進展と世界レベルでの大学間競争の激化、高

校生人口の減少等少子高齢化の加速、国立大学の独立行政法人化、研究資金獲得競争の激化、大学

点検・評価の推進等である。これらの動きに対して、早稲田大学がいかにして迅速に適応し得るか

が大きな課題になるとともに、いまや大学の社会的かつ公共的な役割を再考することも必要な段階

を迎えている。 

 「Waseda Next 125」は、「グランドデザイン」の達成内容を整理し(2007 年４月６日学術院長会資
料「「21 世紀の教育研究グランドデザイン」の達成内容と今後の検討課題」を参照)、時代にあった

新たな視点を盛り込みながら、2008 年度以降の 10 年間を目途として、早稲田大学の将来像およびそ

の実現に向けて早稲田大学が取り組むべき方策を明らかにするものである。 

 

２ 早稲田大学の将来像：「早稲田」から「ＷＡＳＥＤＡ」へ 

今日、知識基盤社会の形成、グローバリゼーションの進展、少子高齢化の加速等の社会経済環境

の変化に加えて、地球全体に生じている諸問題に対して、早稲田大学はいかにして適応し、その存

在意義を高めるかという課題に直面している。これから10年後の早稲田大学の将来像を示すことは、

いかにしてこれらの課題に対応するのかを描くことである。 
まず、グローバリゼーションと少子化の時代にあって、早稲田大学は日本の大学であることを超

える、すなわちグローバルユニバーシティとしての「ＷＡＳＥＤＡ」を構築することをめざす。早

稲田大学は、創立当初から清国留学生部を設置し、アジアに開かれた大学であったことを思い起こ

せば、今日、歴史的必然性をもって国境を超えて人材を育成する責務を負うはずである。環境問題、

資源問題、人口問題、貧困問題といった地球規模の問題を解決するためには、もはや日本にとどま

らず、アジア太平洋地域の人材育成に寄与することが不可欠である。早稲田大学教旨「模範国民の

造就」とは、「東西文明の調和」を基調とする「世界の中の早稲田大学」「アジアの中の早稲田大学」

として、日本人学生のみならず数多の外国人学生をともに養成し、地球社会に貢献する人材(地球市

民)を育成することである。 

また、日本の 18 歳人口は、1990 年には 200 万人強であったが、2020 年には 120 万人弱に減少す

ることが見込まれている。この中にあって、もはや国内に人材を求めるにとどまらず、広くアジア

太平洋地域に有為な人材を求め、入学者および教職員の獲得の機会を全世界に広げる姿勢を明確に
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する。たとえば、今後５年間で、学部レベルで１学年 1,000 人、大学院レベルで 4,000 人の留学生

を受け入れ、全学で合計 8,000 人の外国人学生が学ぶことができる体制、また、外国人教員が全教

員の２割を占める基盤を整備し、多様な学問・文化・言語・精神が交流する大学を形成する。全世

界からトップレベルの学生や教員を獲得することによって、早稲田大学をグローバルな教育研究の

場とし、地球市民の育成を可能とする。これが、早稲田大学が日本の大学を超えることの意味であ

る。 

 さらに、少子化にあわせて日本の大学進学率は 51％(2007 年)にまで上昇し、「大学の大衆化」が

加速すると同時に女性の進学も著しい。この中で早稲田大学は、教育の質をより一層高めるだけで

なく、男女共同参画を推進するコミュニティの構築をめざす。毎年１万人に及ぶ学部学生を受け入

れ、かつチュートリアル・イングリッシュに見られる少人数の教育システムを確立してきた大学は

世界に類例を見ない。多様な外国人学生への対応を含めて、学部教育を充実させ、学生自らが人間

力(知性・感性・悟性)を養うことができる「学びの場」であり続ける。キャンパスのグローバル化

とあわせて、このような教育の実践は、「日本から世界を考える」ことができる人材、「世界から日

本を見る」ことができる人材すなわち地球市民の育成に通じる。 

 地球社会に貢献する人材を育成するには、早稲田大学教旨「学問の独立」「学問の活用」をともに

実践することが不可欠である。「学問の独立」は真理を討究しようとする姿勢に通じ、いかなる既成

概念や制約にも制限されず、人類の叡智を養い、その蓄積を通じて未来社会が要請する課題に挑戦

することを意味する。それは先進的かつ学際的な研究を推進し、早稲田大学の強みとされる総合性

や独創性という特徴を生かした新たな学術分野の創出に努めることに現れる。これには、学部教育

の充実を通じて大学院への進学者を増やし、国際研究大学としての大学院の強化および質的充実を

図ることが要請される。また、今日、知識基盤社会の形成に呼応して、高等教育が国力の基礎とし

て広く認識されるに至り、その社会的な役割は増大していることも事実である。この中にあって早

稲田大学は、先端的な研究の教育への還元や社会への応用(「学問の活用」)をより一層進め、創立

以来 125 年に亘る学問の実績と蓄積をもとに、それを最大限に活用することができる人材の育成を

通じて、日本および世界の社会変革・制度設計・技術革新等に貢献する。創立時の早稲田大学の使

命は、近代日本の創造に貢献する人材の育成に置かれたが、今日では、世界の発展に資する人材の

育成へと広がりを見せている。 
 上述のように、社会経済環境の変化の中で、早稲田大学は建学の理念を生かしながら、日本の大

学であることを超え、グローバルユニバーシティとしての「ＷＡＳＥＤＡ」を構築することが必要

である。その方向性は次の４点に集約される。 
 

(１)多文化が共存・融合する地球社会における知の基盤を構築する 

早稲田大学は国内外に有為な人材を求め、多様な学問・文化・言語・精神の交流を通じて多文

化が共存し融合する地球社会における知的基盤を創り、グローバルな教育研究の場を形成する。

多文化の共存・融合する社会において問題解決を可能にする方法論を構築しようとする早稲田大

学の姿勢は、国際研究大学として「学問の独立」を具現化するものである。また、この目的のた

めには、世界レベルの大学間競争の中にあっても、知の国際連携を推進することが重要である。

早稲田大学は、アジア太平洋地域における大学間ネットワークを強化し、「知の共創」の中核とし

て世界の大学をつなぐハブの役割を担う。 

 

(２)総合大学の強みを生かした学際研究を推進する 

  総合性・独創性は早稲田大学創立以来の強みであり、政治学と経済学あるいは理学と工学に代

表される融合型の学問を発信し、独創性の高い多くの学者を輩出してきた歴史を有している。こ
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れまでの早稲田大学における教育研究の基本は学理と実学の融合にあった。今後も、専門性の深

さの追求と同時に実践的価値を一層重んじるべきである。そのうえで、21 世紀社会の要求する先

端的な研究に挑戦し、地球的問題に挑戦する知の体系、方法論を構築することが早稲田大学の責

務である。今日、世界各地域に関する地域研究は、総合的・学際的課題の典型であり、健康医療

技術は医学と理工学・生命科学の融合する分野である。早稲田大学は、このような新たな学問領

域の研究を積極的に推進する。また、環境問題等文理融合型の未来社会を切り開く学術分野の創

出も重要である。環境問題の解決には、革新的な科学技術の研究とともに、自然科学に基づく検

証、政治・経済・法律等の社会科学的な分析および政策立案に加えて、哲学や価値観等の人文科

学的なアプローチも必要とされる。 

 

(３)地球上の至るところを学びの場とし地球共同体のリーダーを育成する 

  全世界に人材獲得の機会を広げるとともに、地球上の至るところをキャンパスとなす教育研究

を展開する。グローバルキャンパスの形成により、多様な学問・文化・言語・精神の交流や自由・

闊達の中から人間力を育み、企業・自治体・ＮＰＯ等との連携による実践力を強化し、地球的な

規模で貢献し得る人材を育成する。大学間あるいは人的ネットワーク形成をより一層進める中で、

異文化と対話し深い学識と見識を持った地球市民(学部学生のみならず、研究者も含む)および人

類社会を牽引する地球共同体のリーダーを育成する。 

 

(４)日本文化・アジア文化の国際的研究拠点を形成する 

  「東西文明の調和」を基調とする「世界の中の早稲田大学」「アジアの中の早稲田大学」として、

早稲田大学から世界に向けて日本研究を発信し、日本学・日本文化の世界的な研究拠点の形成を

めざす。加えて、アジア学・アジア文化の研究・発信にも貢献する。このような取り組みは、現

代における「東西文明の調和」の理念を再認識するとともに、「学問の活用」を通じて知識社会を

牽引しようとする姿勢にも通じる。日本文化、アジア文化に関する教育研究の成果を進んで世界

に還元することにより、社会の変革、制度設計、新基軸の構築、文化の継承と発展に寄与し、知

識社会を牽引する早稲田大学の公共的な役割を明確にする。 

 

３ 「ＷＡＳＥＤＡ」の構築に向けた具体的な取り組み 

「Waseda Next 125」では、上述のような早稲田大学の将来像を実現するために必要とされる諸施
策を提示する。「Waseda Next 125」にかかわる各委員会等からの答申を受けて、理事会は、 
 「教育の早稲田」の充実 

 「研究の早稲田」の飛躍 

 「社会貢献・文化推進の早稲田」の確立 

 「Waseda Next 125」を実現する大学運営への転換 
という４つの視点から議論を整理する。 

 「Waseda Next 125」では、連携と多様性すなわち全学的な協調と各学術院等の自主的な取り組み
に基づき、グローバルユニバーシティとしての「ＷＡＳＥＤＡ」を構築するための方策を提示する。

「グランドデザイン」では、学部・研究科の新設等の「量的拡大」に重点が置かれたが、「Waseda Next 
125」では、資源の集約と組織の開放を前提とした「質的充実」へと比重を移すことを明確にし、現

存の組織の融合・連携を基本に据えながら、伝統的早稲田の継承と先進的早稲田の創造を図る。 

 「グランドデザイン」においては、2007 年度までに新教育研究体制に転換することを主要な課題

としてきたが、「Waseda Next 125」においては、「グランドデザイン」で提示された新教育研究体制
を「ＷＡＳＥＤＡ」に向けて再構築することに主眼が置かれる。具体的には、学部学生の縮減と大
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学院学生の増加による学部学生と大学院学生の比率の改善、外国人教員の全教員に占める割合を２

割に高めるための外国人教員の招聘・獲得、女性教員・研究者の養成と獲得、非系統独立研究科の

学術院への包摂による教育研究体制の強化、附置研究所、研究センター、研究機構、高等研究所等

の組織的かつ戦略的な研究活動の展開、社会科学系大学院および芸術系組織の連携、教育の質的向

上をめざすＦＤ(Faculty Development)の推進、奨学金制度の整備、教育研究等の業績に関する教員評
価の導入、男女共同参画の推進、新教育研究体制を支える職員組織の構築である。以下では、これ

らにかかわる事項を取り上げる。 

 

(１)「教育の早稲田」の充実 

  「教育の早稲田」の基本は人づくりにある。学生獲得の機会を全世界に広げたうえで、学生自

らが人間力を養うことができる教育を提供するとともに、地球上の至るところを「学びの場」と

なし、多様な学問・文化・言語・精神の交流の中から地球社会に貢献する人材を育成する。グロ

ーバル化や情報化の進展する現代では、国家、文化、宗教を超えて自らを相対視することが必要

不可欠であり、学生は広く深く学ぶことによって自らを相対化することができる。また、学生自

らが『「学ぶ楽しみ」「人や社会と接する楽しみ」「自分自身を伸ばす楽しみ」』を享受する中で人

間力が養われる。 

  学生一人ひとりの資質や個性を伸ばすために、学部教育の充実を図る。専門教育や初年次教育

としてのゼミナール教育(演習教育)を拡充するとともに、学部間カリキュラムの連携によって学

部教育の枠組みを超えた全学的な教育システムの確立をめざす。また、学部教育と大学院教育の

深化を促し、学部レベルにおける教育水準を向上させる。 

  従来の学部教育において重視されてきた専門教育に加えて、複雑化した現代社会の要請に応え

るべく、複数分野の専門領域を重層的に駆使できる基礎能力という観点から教養教育の充実を図

ることも必要である。後者のケースでは、従来の学部教育の枠組みを超えた全学的な基盤教育を

充実させ早稲田メソッドとして確立する。 

  10 年前 24.5％であった女子学生の割合が、2007 年度には 32.3％に上昇し、総数では約 6,000

人増加している。そのことからも、女子学生のキャリア形成のさらなる支援、安心して学べる環

境の整備も必要である。 

 

①全学基盤教育の推進 

   基礎学力の低下が指摘されている今日、学生が入学直前から卒業に至るまでの間に、自力で

学問に取り組む能力や在学中および卒業後に自力で活路を切り開く能力を身につけることを保

証する全学基盤教育を推進する。これは全学レベルで学生の潜在能力を高めることを目的とす

る。 

   早稲田メソッドのチュートリアル・イングリッシュによる少人数教育の実践を踏まえ、すべ

ての入学者を対象に、初年次教育の一環として「１万人のアカデミックライティング」や「１

万人の数学」をオンデマンドと対面指導によって展開し、きめ細かなリテラシー教育を全学規

模で実施する。前者については、早期にライティングセンター(Writing Center、仮称)を設置し、
国際教養学部における実践例を全学に普及させ、日本人学生のための日本語文章作成能力、日

本人学生のための英語文章作成能力、外国人学生のための日本語文章作成能力の向上を図る。

アカデミックライティングについては、とりわけ初年次教育としての意味が大きいが、対象の

範囲を全学生へと拡大する。また、全学生を対象にした英語教育プログラムもさらに充実させ

る必要がある。 

   全学基盤教育の推進にあたっては、学部教育とオープン教育との関係を整理し、全学的視点
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から見た教養教育、外国語教育、ボランティアのあり方を引き続き検討する。 

大学院教育のカリキュラムについても、共通科目設置およびｅラーニングの導入等に基づく

強化を行う。 

キャリア形成支援も基盤教育の重要な要素である。資格にかかわる情報を一元管理し提供す

る等、キャリアプランニング支援を充実させる。また、ｅラーニングの活用等、教育の情報化

を推進する。自習教材、代替講義、科目登録情報、図書館情報の提供を通じて自学自習を支援

する。とりわけ CourseN@viによって、講義を強力にサポートするとともに、教育研究全般を支
援する情報環境の高度化を進める。このような教育環境の整備は早期に取り組むべき課題であ

る。 

 

②社会連携教育の実現 

   早稲田大学が主体となって社会と連携し、さまざまなボランティア活動を含め社会に役立つ

実践的活動を広く展開する。ボランティア活動やインターンシップは教育の重要な要素であり、

学生が社会人としての基礎力や実践力を身につけるために必須でもある。これまでの活動に加

えて、国内外の企業、自治体、ＮＰＯ等との協力に基づき、目的、達成内容、成果を明確にし

たうえで、相互にメリットを享受し得る、インターンシップを超えたプロジェクト型社会連携

教育をこれまで以上に展開する。教育と産業界等との連携により、学生のキャリアデザイン、

新たな学問への動機づけを導き出し、実践力のある人材を育成する。 

 

③学生リクルートの展開：中高等教育連携の推進 

   学生リクルートにかかわる諸施策の実施は喫緊の課題である。多種多様な経験や能力を持っ

た人材を受け入れるため、また、国内における 18 歳人口の減少傾向が続く中で将来的に入学者

の質を維持するために、当面、一般入試による入学者と一般入試以外の入学者の比率を６：４

にすることをめざす。とくに系属校のあり方を見直し、新たな取り組みとして、地域・歴史・

伝統を考慮し、早稲田大学の教育に共鳴し教育の質を高めるための高大連携が可能な高校との

提携関係を強化し、優秀な学生の確保につなげる。同時に附属校・系属校に対しては、基礎学

力の向上と各校の特色をより明確化することを求める。このうち、附属校については、その特

性を生かした高大連携教育を推進し、全学的な見地から教育内容の刷新を議論する。また、全

学レベルおよび各箇所の入試広報活動を強化することを検討する。 

多様なルートから入学してきた学生には学習水準の差が見られ、これに対処するために受入

環境を整備する。大学における専門教育を前向きに受講できるように、初年次教育をきめ細か

に充実させ、学習水準の不均衡をならすことが必要である。あわせて入学までの基礎学力の到

達目標を高く定めた入学前教育を実施し、学力の向上を図る。学生リクルートにあたっては、

附属校・系属校との関係強化に全学的に取り組む必要性を考慮し、入学センターの機能強化に

加えて中高等教育連携室(仮称)を設置する。これにより、高大連携のみならず、小学校・中学

校・高等学校を視野に入れた一貫教育のあり方を検討する機能を強化する。 

   優秀な外国人学生を獲得するために、外国の高校との連携を強化する必要がある。日本語既

習者のみならず未習者も積極的に受け入れるが、それには未習者の学習効果を向上させる環境

整備が必要である。また、生涯学習の充実を図り、シニア世代等の社会人を広く受け入れ、社

会のニーズに応える体制を整える。 

   さらに、「世界の早稲田」として、国立大学や外国の諸大学のように、学部学生と専門職大学

院を含めた大学院学生の比率(現行では６：１)を改善し、３：１にすることをめざす。その場

合、大学院学生の質の低下が懸念されるが、これまで以上に国内の学部卒業生のリクルートに
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力を入れることはもとより、優秀な外国人学生の積極的な獲得、近年急速に需要が増加してい

る社会人の受入を促進することで、大学院学生全体の質の向上と多様化を図る。 

 

④キャンパスの国際化とグローバルカレッジの実現 

   教育の国際化やグローバルキャンパスの形成は学生の視野を広げることに寄与するとともに、

海外からの人材の受入・育成(学部レベルで１学年 1,000 人、大学院レベルで 4,000 人)を実現

するために必要不可欠な視点である。他方、海外における教育活動拠点の充実を進め、大部分

の日本人学生が在学中に一度は留学の経験を持てるシステムを構築することも求められる。そ

のためには、各学部等に適切な海外トレーニングを含む科目をカリキュラム中に組み込むこと

が必要である。ライティングセンターの設置による日本語・英語文章表現能力の向上は、外国

人学生の受入および日本人学生の派遣の促進に貢献する。多言語による教育システムの構築、

英語以外の外国語教育の充実、外国人教員の獲得・招聘、国際標準のカリキュラムの編成、ア

ジア太平洋地域における大学間のダブルディグリー制度の拡充、国際コミュニティセンターに

おけるさまざまな交流を促進する。また、学生寮や奨学金等の留学生の生活支援、キャリア形

成支援を早期に検討することが必要である。 

   中長期的な課題としては、「アジア太平洋地域における知の共創」の理念に基づき、早稲田大

学を中核とする国際的な大学コンソーシアムを形成し国際共同教育を実現する。複数の有力外

国大学と連携し、グローバルな課題に対して幅広い視野から問題解決能力を身につけた人材を

育成するために、留学のみならず、所属大学にいながら複数の外国他大学のオンデマンド授業

を履修することを可能とするグローバルカレッジを実現し、世界の大学をつなぐハブの役割を

果たす。 

 

⑤アカデミックカレンダーの検討と学位要件の明確化 

   全学的な教育水準の向上には、その基盤整備として全学セメスター制の実施をはじめとして、

世界各地の大学との交流および効果的な単位修得のために柔軟なアカデミックカレンダーシス

テムを早期に検討し、順次実施に移す。全学セメスター制は、キャンパスの国際化、グローバ

ルカレッジの実現、全学基盤教育の充実、学部間カリキュラム連携、９月入学および卒業の推

進、学部・大学院一貫教育(５年で修士学位取得)の実現、海外からの教員の招聘、留学促進(学

生の受入と派遣の拡大)等の前提条件である。 

全学的にカリキュラムの改善、授業内容の向上を図り、グローバルな標準に適合するものと

すると同時に、卒業時の試験を設ける等により学位の質の保証を図る。 

 

⑥ファカルティディベロプメント(ＦＤ)の推進 

   「教育の早稲田」の充実を図るために、目的・目標・手段・評価基準を明確化したうえでＦ

Ｄ(Faculty Development)を推進する。すでにＦＤ推進委員会が設置され、全学的なＦＤの取り組
みが検討されているが、教育の質的向上に大学全体として取り組むために、中長期的な課題と

してＦＤセンター(仮称)の設置を検討する。カリキュラムや科目の体系化を含む教育システム

の改善と同時に、学業全般の適正な評価や優秀な学生の表彰等を通して、学生の意欲と質の向

上をも図る。加えて、ＦＤ推進に向けた教職協働や専門分野の教員グループによる自発的ＦＤ

活動を推進する。 

 

⑦早稲田健康キャンパスの実現 

   学生が人間力を形成する中で、体と心の健康を維持し、社会的適応力を高めることが必要で
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ある。早稲田大学は、学生の健康に責任を持つ大学として、学内関連箇所、学外機関、父母と

の連携のもと、運動・食・医療・心のケアの総合的なアプローチを図り、学生が在学中のみな

らず卒業後も健康に生活を維持し得る仕組みを構築する。「Waseda Next 125」にかかわる中間報
告を受けて、すでに早稲田健康環境会議を設置したが、引き続き早稲田健康キャンパスの実現

をめざした議論を行う。 

 

⑧寮生活による全人教育の展開 

   新たな発想による学生寮の整備・充実を図り、全人教育のためのプログラムを取り入れた寮

生活のあり方を検討し、とくに初年次教育の一環として学生が生活面から人間力を形成するた

めの支援を行う。学生寮は日本人学生と外国人学生の混住寮とし、リテラシー教育、大学院生

によるサポート、ランゲージ・エクスチェンジ、ボランティア活動、地域との交流、キャリア

形成支援等を通じて、学生自らがコミュニケーション能力や社会的適応力を高めることを可能

とする全人教育の場とする。 

 

(２)「研究の早稲田」の飛躍 

  最先端の研究を推進し世界トップレベルへと「研究の早稲田」を飛躍させるために、研究体制

の強化および制度の構築に努め、社会科学系大学院連携等の研究科間連携、非系統独立研究科の

学術院体制への包摂、附置研究所等の組織的・戦略的な強化を進める。また、新たな学術分野の

創出、国内外の大学院との連携、国際共同研究の推進、若手研究者の養成、企業および他研究機

関との連携等を通じて、先進的な国際研究大学としての地位を確固たるものにする。 
  「学問の独立」「学問の活用」を具体化するために、基礎研究に重点を置きながら応用研究へと

対象を拡大し、独創的かつ先端的な新学術分野への果敢な挑戦を続ける。とりわけ早稲田大学の

強みとされる学際分野への展開を図る。これらの実現には、「研究特区」の整備等研究環境の充実

を図る。また、公的研究費の基本となる科研費の獲得を強化するとともに、組織的なプログラム

づくり、研究者集団づくりから参画することにより、理系に加え文系においても研究資金の獲得

力を向上させる必要がある。さらに、企業や社会のニーズを把握し、早稲田大学のシーズをわか

りやすく研究マップに落とし込み、相互にメリットのある研究協力体制を構築する。とくに先端

分野の研究水準を向上させるには、他機関との積極的協力も必要となる。同時に、優れた研究者

の育成には、個々の分野における研究指導体制のあり方を再検討することも必要である。 
 

①研究科間および他大学・他機関との連携推進 

 大学院大学への方向づけを行うために、研究科間の連携を推進し、総合大学としての強みを

生かした大学院カリキュラムの連携(教員の可動性を高めた研究指導の共通化等)、学際研究の

推進、専門職大学院の質的向上を図る。「グランドデザイン」の策定以降、今日に至るまで議論

されてきた社会科学系大学院連携については、そのあり方を含めて早期に検討する。かかる研

究科間連携は、人的資源の集約と組織の開放を基本とする。このような基本的な考え方に基づ

き、政治学研究科内にジャーナリズムコースが設置された。引き続き、芸術学校等関連箇所に

よる芸術系組織の連携を検討し、研究水準の向上に向けた具体的な議論を行う。また、国内外

の有力大学および研究機関との連携によって、第一級の研究を遂行することも一層重要性を増

しており、積極的に推進する。外国大学との大学院レベルの連携を深め、産業界との協力も視

野に入れた、共同大学院(たとえば、北京大学との環境系共同大学院、大連理工大学との産学連

携プロジェクト等)を形成する。さらに、研究大学院と専門職大学院の連携を促し、理論と実践

の融合を通じて実学の確立を図る。この点で、非系統独立研究科については、既存の学術院と
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の連携を強化し、学術院体制に包摂する方向で検討を開始する。 

 

②トップレベルの若手研究者集団の育成 

   早稲田大学は学部教育を継続的に重視することを基本とするが、若手研究者を養成するため

に学部教育に対する大学院教育のウエイトを高め、学部学生と大学院学生の比率３：１をめざ

し、留学生を含む優秀な大学院生の確保に努める。すでに高等研究所を中心にテニュアトラッ

ク制度等を活用して若手研究者の育成に着手し始めたが、各種の研究者支援の枠組みを構築し、

新学術分野の創出を担うトップレベルの若手研究者集団を養成することをめざす。とくに、大

学院博士後期課程学生に対する財政支援、助教・助手制度の見直し・改善は喫緊の課題である。

また、大学院版オープン教育を展開し、ライティングセンターの活用等によって英語論文の作

成能力の向上を図る。加えて、海外からの優秀な留学生および研究者を受け入れるために、英

語のみによる課程修了の機会を拡充するとともに、キャリアアップや就職支援等の諸施策を早

期に検討する。 

 

③専門職大学院の充実 

 学部学生と大学院学生比率３：１をめざすために、とくに専門職大学院の充実に努め、社会

人学生を多数受け入れることにより、社会の要請に応える。また、専門職大学院の充実は、理

論と実践の融合を通じて実学の確立を可能とし、教育研究成果を社会に還元することにより、

社会の変革、制度設計、新基軸の構築、政策課題に対するビジョンの提示に貢献する。 

 

④地域研究の拠点形成 

   アジア研究機構、日米研究機構の設置、また各種大型研究費の獲得によって国際研究プロジ

ェクトが充実し始めているが、それを基盤に新たに日本学・日本文化の世界的な研究拠点の形

成をめざして国際日本研究機構(仮称)の設置を早期に検討する。これにより、早稲田大学から

世界に向けて日本研究を発信し、日本研究の世界的な拠点として内外の研究者を養成する。そ

の他に欧州研究機構(仮称)の設置を模索するとともに、インド・中東を包含することによるア

ジア研究機構の強化を促進する。これらにより、大学全体として地域研究体制の強化を図る。 

 

⑤研究体制の組織的・戦略的強化 

   大学全体として、国際的な研究活動を展開することが求められている。そのため、研究推進

部には研究戦略会議のもと、大学全体の研究推進の企画・立案機能を持たせながら、学内の研

究活動や学術情報を総合的・集中的に管理・運営することが求められる。研究戦略会議のもと

に、附置研究所、研究センター、研究機構、高等研究所等を社会科学、人文科学、理工学、融

合・学際の主要４分野に類型化し、全学レベルで組織的かつ戦略的な研究活動を推進する体制

を構築する。また、企業や社会等へ積極的に情報開示し、新たな連携体制を構築するとともに、

学外機関との協力関係を組織化することにより戦略的な研究活動を展開する。 

 
⑥研究戦略企画の充実：研究エンカレジメント 

   研究活動のさらなる活性化に向けて研究サポート体制を整備し、研究コーディネータの活用

等を通じて外部資金の獲得や研究プロジェクトの組織化を推進する。また、科研費等の公的研

究費の申請・獲得機会を強化するとともに、学内研究費の適正な配分を検討する。同時に、公

的研究費や学内研究費に基づく研究成果の評価方式を早期に検討する。また、授業・雑務の減

免や報奨制度の導入等、研究諸制度の見直しを行う。 
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(３)「社会貢献・文化推進の早稲田」の確立 

  早稲田大学は、その公共的役割として「学問の活用」により広く社会に貢献することをめざす。

そのために、伝統ある早稲田文化の発信を通じて、文化の継承・発展に寄与する。また、「waseda 
online」等を通じて、政策議論の提供、研究成果広報の強化を行い、社会を取り巻く問題を解決す
るための研究の応用可能性を検討する。 

  文化推進部や文化推進会議の設置は、早稲田大学が創立以来 125 年に亘って蓄積した多種多様

な文化資源を活用して多元的文化教育を実践するとともに、文化の伝統と継承に少なからず寄与

することを目的とする。文化推進会議における活発な議論を通じ、この方向性をより明確にした

実効性のある文化政策を提言する。その提言を実現するためには、演劇博物館に代表される文化

機関、図書館等が所蔵する貴重な資料を活用するためのシステムの構築、文化推進にあたる人材

の育成や財政基盤の整備を引き続き検討する。こうして各種の人的および知的資源を集約し、社

会連携、文化推進、スポーツ振興等に努め、知識社会における大学のあり方を明示する。平山郁

夫記念ボランティアセンターを設置して他大学に先駆けて取り組んできた教育的社会貢献は、早

稲田大学が今後も率先して行うべき役割である。今後、この役割をさらに発展させ、国際ボラン

ティア活動や高等教育未発達地域への教育研究支援等を行い、国内外の各地域、社会組織のもと

でボランティアとして貢献する場を学生や社会人に提供する。産学連携も新たな取り組みを必要

とする段階に至り、ＴＬＯ(技術移転機関)やインキュベーションの国際連携への展開を推進する。 

  早稲田大学は地域との連携の中で発展してきた。ここでいう「地域」は大学界隈にとどまらな

い。早稲田大学には全国から人材が集い、校友は地域貢献に深くかかわっている。さらに、多く

の校友が世界各地で活躍している。地球上の至るところを学びの場とする早稲田大学は、校友や

社会との連携によって地域貢献や国際貢献を実現する。 

 

①教育研究成果の国際発信 

   早稲田大学の研究成果を内外に発信することは、研究大学としての使命である。このために、

伝統ある早稲田大学出版部の機能を強化する。「Waseda Next 125」にかかわる中間報告を受けて
出版企画委員会が新設され、出版体制の強化と出版システムの検討が行われている。今後、学

内者等への出版機会の提供、オンデマンド出版・電子出版の活用、多言語展開を図り、国際的

なアカデミックステイタスの向上に努める。とりわけ、英語による研究成果の国際的な発信が

重要であり、必要に応じて翻訳サービスも行う。また、毎年、インターネット等を利用して『教

育研究白書』(仮称)を公表するとともに、研究者ポートフォリオを構築し、早稲田大学におけ

る教育研究活動の自己点検・評価を含めた各種の成果を広く内外に発信する。加えて、学術情

報発信基盤を強化するために、図書館による研究支援体制の強化に努め、図書館資料のデジタ

ル化等データベースの充実を図る。 
 

②ｅラーニングの活用による社会連携・国際連携 

   生涯学習プログラムの開発を進め、ｅラーニングの活用による社会連携を推進する。エクス

テンションセンターにおけるｅラーニングの活用、教育と産業界との連携を模索し、各地域の

生涯学習センターや商工会議所等との関係構築によるシニア世代向けのコース、ビジネスパー

ソン養成コース、全国の大学職員向けコース等の新設を検討し、新たなニーズに対応する。ま

た、多言語によるｅラーニングの世界的な発信によって国際貢献にも寄与する。加えて、学部

教育と連動して各種資格取得教育を実施し、実務指向の学生向けにオンデマンド講座を提供す

ることを検討する。 
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③早稲田スポーツの新たな展開 

   早稲田スポーツは、スポーツの活用に伴う教育効果やＮＰＯ法人ワセダクラブの活動に見ら

れる社会貢献効果を重視してきたが、そこからさらに進化し、「ＷＡＳＥＤＡ」にふさわしい新

たな大学スポーツのモデルケースを示すことを目標とする。そのために、学生に対するスポー

ツ振興、スポーツによる社会貢献活動、スポーツ選手が社会おいても優れたリーダーとなり得

る教育体制を充実させ、スポーツビジネスの経営能力の向上等も含め、スポーツ分野の総合的

な発展を期する。早稲田健康キャンパスの実現に向けては一般学生のスポーツ振興も欠かせな

い。また、附属校・系属校との高大連携によるスポーツ振興、体育各部員に対する奨学金の充

実、体育各部に対する学生サポーター制の導入、スポーツ関係者の国際交流、キッズクラブ等

の地域交流の推進によって、早稲田スポーツ創造の原動力を形成する。さらに、スポーツ選手

の経営力、指導能力等の育成を図るために、アドバイザーの配置、ｅラーニングの活用による

学習支援、キャリア形成支援を充実する。今後、早稲田スポーツの持つブランド価値を一層高

め、それを有効活用する方法も検討する。 

 

④早稲田学の創設 

   早稲田大学およびその関係者が所有する膨大な資料、大学関係者間で現在も伝えられている

口碑をもとにして、日本の近現代に早稲田大学が果たしてきた役割を追求する「早稲田学」を

打ち立てる。あらゆる歴史がそうであるように早稲田大学の歴史にも正負両面があるが、まず

客観的な・実証的な掘り起こしを行う。それは領域的にも政治、経済、社会、学問、文化、芸

術、スポーツ等多岐に亘り、大学史の枠を超えて日本近現代史研究にも寄与することになろう。

また、「早稲田学」の視点から複数の科目を設けることで、学生に早稲田大学の理念を伝えてい

く契機とする。この科目を受講した学生は、母校が果たしてきた社会的役割、早大生であるこ

との意味、さらには大学と社会状況の宿命的関係、学問の独立と活用の意義についての理解を

深めることができる。大学史資料センターが中心になり、図書館、博物館等の各箇所が所蔵資

料の活用についての連携を進める。 

 

(４)「Waseda Next 125」を実現する大学運営への転換 
  教育研究の充実、社会貢献・文化推進の原動力として、「Waseda Next 125」を実現する大学運営
への転換を図る必要がある。早稲田大学の将来像を構築する中で、人的、財的資源が適正に配分

されているか、各部門の目標、計画、実行が正しく行われているか等、外部のチェックを含め、

理事会が責任を持って諸施策を実施する。 

そのために、既存の学術院体制を再点検し、教員組織の整備や教員人事の活性化を図ることは

早期の検討課題である。大学のガバナンスを強化し、意思決定を迅速かつ透明なものとすること

も欠かせない。同時に、各種の教育研究事業を支える財政基盤の強化や事業評価制度の確立を図

る。また、国内のみならず世界的な規模で活躍する校友との連携強化を通じて校友会活動の国際

展開を推進する。大学運営の高度化に加えて、グローバル水準の教育研究を実現するためには、

高度な専門性を持った職員を養成することが必要である。さらに、グローバルな広報戦略を繰り

広げ、国際社会に向けた情報発信を行うとともに、「ＷＡＳＥＤＡ」にふさわしいキャンパスの創

造により教育研究環境を整備する。 

 

①教員組織の整備および人事の活性化 

   学術院体制はこれまで学部や大学院の改革や再編等において成果を生み出してきたが、同時

にあまりに多様化してきた。その現状に対する正確な把握をもとに、再度その意義の明確化と
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構造の統一化を図り、本来の機能を活性化させる必要がある。このような過程を経て、教育研

究の一層の充実を図るために、非系統独立研究科については、既存の学術院との連携を強化し、

学術院体制への包摂に向けた検討を開始する。学術院体制の強化および研究科間連携に加えて、

社会科学、人文科学、理工学、融合・学際の主要４分野への附置研究所等の類型化による研究

体制の組織的・戦略的強化を図ることで、教育研究の充実に資する教員組織を確立する。 

   また、全学共通教育の一層の充実と高度化のためには、オープン教育センターの強化が不可

欠である。外国語教育も含めて適切な体制にする必要がある。 
   大学の活力は、的確かつ柔軟な人事を行うことにかかっている。また近年、大学が扱う学問

の多様化によって、実務者の採用等従来のカテゴリーにおさまらない人事が多数発生している。

教員の多様化にあわせて、嘱任・昇任の基準や名誉教授の推薦基準の統一化、客員教員の類型

化等、教員資格の整理を行うとともに、人事政策にあたっては、全学的な情報交換、事前調査

の導入、テニュアトラック制度の活用、外国人教員の招聘・獲得(ジョイント・アポイントメン

ト)等を推進する。 
教員個々に対しては研究力のみならず、教育力、大学運営への貢献もこれまで以上に求めら

れている。かかる課題を踏まえて、今後、教員の教育研究の成果や大学運営への貢献が正当に

評価されるシステムを検討する。教員評価制度のあり方を引き続き検討する中で、サバティカ

ル制度やハーフアポイントメントの活用、研究費の適正配分、報奨制度の導入等を通じて、教

員にインセンティブを与える仕組みを構築する。また、女性教員・研究者の養成のために男女

共同参画の推進を図る。 

教員評価の一方で、教員の授業負担等が増大している現状を考慮し、カリキュラム改革や科

目の削減等により教員負担を軽減することに努める。 

 

②意思決定の迅速化・透明化 

   大学が戦略性や機動性を持って教育研究を展開するために、迅速かつ透明な意思決定システ

ムを確立する。そのために、意思決定・監査機能と執行機能を区分し、教学部門と法人部門の

意思決定機能の強化、執行役員制度の導入による執行機能の強化、業務執行における箇所長へ

の権限委譲を促進することが必要である。また、総長選挙制度のあり方、評議員会・商議員会

の構成を検討するとともに、学内各種会議体の整理・統廃合を進める。理事会と学術院との関

係については、学術院長会のあり方や学術院長の責任と権限等を引き続き検討するとともに、

全学説明会やパブリックコメント等を活用して教職員の意見を意思決定に反映させる。さらに、

大学の社会的責任に基づくコンプライアンスやリスク管理、戦略性を兼ね備えた経営企画機能

の充実、教学・法人を支える事務組織のあり方、大学経営に対する外部評価等を引き続き検討

する。なお、申請書類のデジタル化を手始めに、全体のデータの共有化・統一化を図ることも

迅速化・透明化のためには必要である。 
 

③財政基盤の強化 

   「Waseda Next 125」に関する政策の実現のためには、教職員、研究者の増員と施設の充実が
必要となる。そのために大学の財政基盤を強化していくことが必須である。このために、大学

財政の収支構造を再検討することが必要である。収入に関しては、｢ＷＡＳＥＤＡ｣の構築に向

けた学費体系、恒常的募金体制の構築、学校債の起債、各種基金の創設、学生奨学金制度の拡

充・整備等を早期に検討する。他方、支出に関しては、適正な予算配分を行い、コスト削減に

努めるとともに、委託費を含めた総人件費の抑制、有利子負債の圧縮を図る。また、「Waseda Next 
125」で提示された事業計画を盛り込んだ中長期財政見通しを策定し、個別事業の実施にあたっ
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ては、財政状況とのバランスを考慮しながら単年度予算編成の中で判断していく。さらに、事

業評価制度を構築し、その結果をどのように予算編成と関連づけるか引き続き検討する。補助

金等の公財政支出の増大は、本学だけでなく日本の私立大学全体の課題である。国立大学法人

と競いながら、私立大学の独自性を保っていくためには、関係各機関等と連携のうえ、適切な

私学助成のあり方を早稲田大学が先頭に立って訴えていかなければならない。 

 

④校友・父母等との連携の強化 

   大学の最大の支援者である校友に、卒業後も生涯に亘って専門的知識や語学・教養を学び続

けることができる環境を提供する。インターネットを活用した校友向けの生涯学習やキャリア

支援の展開、校友同士のコミュニティの場の提供、学生と校友による社会貢献活動の活発化等、

大学リソースの継続的提供を通じて、校友と大学との関係をより緊密にする。 

校友会会費納入の増強等の校友組織の強化を図るために、早稲田カードのサービス向上を通

じて加入率を引き上げ、基本的データである校友の住所、ｅメールアドレス等の判明率を上げ、

とくに若手校友のニーズを把握する。また、学部別年次稲門会、専門職大学院修了者による稲

門会の創設、ＳＮＳによるコミュニティの形成によって最新の校友データを集積する。とりわ

け留学生の住所把握については組織的な取り組みを行う。さらに、全教職員の校友会費納入を

実現するとともに、職員による地域コーディネータの拡充に加えて、教員も講演会等を通じて

校友連携に積極的に関わる仕組みを構築する。 

地域強化策として、地方出身者に対する奨学金の拡充、入学前の学生寮入寮決定等を行うと

ともに、奨学生を中心とする「地方学生の会」(仮称)を設け、地域校友会・稲門会との連携を

強化する。 

   学生の保護者(父母等)を大学の重要なステークホルダーととらえ、情報発信を通じて日常的

なコミュニケーションを維持し、留学生の父母へも学生ボランティアの活用により母語で情報

を発信する。そのうえで、在校生父母の組織化も検討する。 

なお、恒常的募金体制に対する校友・父母との連携強化は今後の検討課題である。 

 

⑤高度な職員人材の育成 

   グローバル水準の教育研究の実現、高度な大学経営への転換を図るために、世界トップレベ

ルの大学に匹敵するような高い専門性を兼ね備えた職員人材育成、人材の活性化をめざした職

員組織の構築が喫緊の課題である。職員には教学・法人の両面で、調査・分析・企画・立案・

実行・評価の各分野の能力を高めることが期待されている。具体的には、教育研究支援の高度

化、学生支援の高度化、教育研究のプログラム策定にかかわる教職協働の実現、社会連携を目

的とした教育システムの開発が必要である。このために、専門性の向上とキャリア開発を一体

的に促進し、データ管理やシステム管理の管理型業務から新たな価値を生み出すためのプロジ

ェクト型業務へのシフトを導く研修を実施する。また、ｅラーニング等の活用を通じて、「大学

経営セミナー」(仮称)等の職員人材育成プログラムを早期に実施し、体系的なカリキュラムを

開発した上で、プロフェショナルを養成する大学院の検討を行う。加えて、関連会社との人事

交流を促進し、職員の能力とスキルの向上に努める。このような改革を通じて、部門を超えて

職員が自ら提案し実行できる職場環境を構築し、「早稲田大学男女共同参画宣言」や「ワーク・

ライフ・バランス」を実現する。 
 

⑥広報活動の強化 

   学内における最新の学術情報、文化的活動および大学改革への取組み等に関する情報収集力
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を強化するため学内組織の連携による広報連絡会を設置したが、今後、その成果を広く社会に

情報発信する。また、学生の父母等大学のステークホルダーに対する情報発信を強化する。さ

らに、国際社会への英語によるタイムリーな情報発信をホームページ、ニューズレター等の活

用を通じて実践する。ＵＩ(University Identity)については基本計画にもとづき体系的展開を促進
する。 

 
⑦「ＷＡＳＥＤＡ」に向けたキャンパス整備と地球環境保全に貢献するエコ･キャンパスの実現 

   創立以来 125 年に亘る歴史的空間と調和した新たな施設の整備を図り、グローバルな教育研

究の場にふさわしいキャンパスを構築する。学生の学習環境の向上等をめざし、地球環境に配

慮し、かつ安全で安心できるキャンパス整備を行う。各号館や自然との調和を図り、学生が集

まり自由闊達な議論を交わすことのできる空間を創り出す。遠隔地キャンパスにおいては、そ

の地域の特性を生かして教育研究活動を促進し、学生生活が活気に溢れるキャンパス整備を行

う。 

多様な学問・文化・言語・精神が交流するキャンパスを実現するために、教育プログラムの

展開を可能とする学生寮の整備が不可欠である。直近の課題として、戦略的なファシリティマ

ネジメントの一環として建物カルテを作成するとともに、今後のキャンパス整備にあたり質と

価格の両面を考慮しながらＬＣＣ（Life Cycle Cost）の概念の導入を検討する。さらに、ＵＩ戦
略と歩調をあわせた多言語によるキャンパスのサイン計画を策定する。また、インフラやバリ

アフリー対策を一層充実させる。 

なお、近隣地域を含めたキャンパス整備については、新宿区をはじめ各キャンパス周辺地域

の行政および住民組織との協力を密にして、学生が授業時間以外にもキャンパス内や周辺で学

生生活を送ることができるとともに、地域住民が早稲田大学とともに生活できるようなキャン

パスを整備する。 

 
４ おわりに 

 各委員会等からの「Waseda Next 125」にかかわる答申を受けて、「Waseda Next 125」の全体像とし
ての理事会の基本的な考え方を提示したが、ここで示された内容は、理事会が優先順位や実現可能

性等を検証したうえで、順次実行に移すことになる。最後に、「Waseda Next 125」の策定にあたり、
昨春以来１年に亘る活発な議論に参加された各種委員会等の委員およびワーキンググループのメン

バー、種々の有益な意見を寄せられた専任教職員各位に感謝申し上げる次第である。 


